
 

報道機関 各位 

 
 

防災庁地方機関（防災局）設置に係る要望書の提出について 

 

令和８年４月６日 

 

標記の件につきまして、下記のとおり別紙要望書を長橋和久・内閣府防災監に手交

（復興大臣（防災庁設置準備担当）宛て）いたしますので、お知らせします。 

 

 

要望の概要                                                                   

【日 時】 令和８年４月７日（火）１５時３０分～ 

【場 所】 中央合同庁舎第８号館３階（東京都） 

【出席者】 京丹後市長 中山 泰 

      京丹後市危機管理監 服部 忍 

 

 

※長橋和久・内閣府防災監の公務の都合により、手交を受けていただける方が変更さ

れる場合があります。 

 

 

お問い合わせ先                                                                         

 〒627-8567 京都府京丹後市峰山町杉谷 889番地 

   京丹後市 危機管理監（総務部総務防災課長）服部 

電話  0772-69-0140 ファックス  0772-69-0901 

報 道 資 料 
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令和８年４月７日  

復興大臣（防災庁設置準備担当） 

牧野 たかお 様 

 

防災庁地方機関（防災局）設置に係る要望 

 
 

京丹後市長 中 山  泰    

 

 

南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝地震、線状降水帯による豪雨災

害等の頻発化・激甚化を踏まえ、国において令和８年度での防災庁の創

設に併せ「防災庁地方機関（防災局）」の設置が検討されていると承知し

ております。 

つきましては、日本海側の防災庁地方機関（防災局）の重要な一つと

して、京都府京丹後市への防災庁地方機関（防災局）の設置を、強く要

望いたします。 

要望理由・特色等については、下記のとおりです。 

 

記 

１ 地理的環境 

 〇 京丹後市は、近畿地方の「最北」に位置し、市域面積も広大（約 

５００ｋ㎡）であること。このため、備えるべき南海トラフ地震など

太平洋側の震災の影響からは近畿地方にあって地理的には最も離れ

た地理にあり、近畿の中にあって機動的な後方支援に重要な役割を果

たしうること。 

   また、後方支援や広域避難等に活用可能な公共施設・用地等につい

ても、十分に確保・提供できること。 

 

 〇 日本海に面しているとともに、山陰地方と北陸地方の結節地域にあ

り、広く日本海側各地からの中継地域として交通・地理的利便性も高

く、海上からの支援も機能できること。 

   また、空港（但馬空港。更に隣接して鳥取空港など日本海側の空港

の利便性も活用可能）も近接しており、支援拠点となる空港も持てる

こと。 
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２ 関係諸機関との連携環境 

 〇 京丹後市には、航空自衛隊（経ヶ岬分屯基地）及び近畿地方唯一の

米軍基地が立地するとともに、近隣自治体に陸上自衛隊（福知山）及

び海上自衛隊並びに海上保安本部（ともに舞鶴）が設置され、本市を

囲み、陸海空の自衛隊及び米軍並びに海保など主な関連主要機関がす

べて立地されていること。加えて、各機関とも本市防災本部会議のメ

ンバーであり、毎年実施している防災訓練など普段から、各機関と連

携して防災減災に習熟していること（米軍は防災本部の正規メンバー

ではないが、防災訓練の折には毎年一緒に参加いただいており、米国・

米軍との防災減災連携の実態があることは本市地域の強み。）。 

 

〇 京丹後市は、関西広域連合に所属する京都府にあり、その点、関西

広域連合との連携による各種の取り組みを円滑・合理的に行いうるこ

と。 

 

３ 地域住民と一体となったネットワーク・バックアップ、「防災のまち

づくり」に対する地域住民の高い意識と誇り 

〇 住民と自衛隊、海上保安庁、米軍、警察、電力・通信企業など防災

関係機関との定期的な訓練等を通じ、公民連携で災害に強いまちづく

りに向けた取組みを推進しており、市民の防災意識の一層の高まりや、

地域ぐるみで防災を支える土壌が強靭・豊かであること。 

（なお、本市には、1,427 人の住民が消防団員（令和 8 年 4 月 1 日現

在）となり活動いただいている。人口当たりの団員規模は、全国 32位

（団員数 1千人以上の全国 162市町村の内）であり、住民の防災意識・

行動力の高さを市民皆で誇らしく共有。） 

 

〇 昭和２年３月に北丹後地震が発生しましたが、これに関し①現在、

地震・震災を巡る議論の中で「活断層」という用語は欠かせない概念

となっているが、北丹後地震による当該断層の出現により、活断層と

いう用語が生まれたこと、②現下、全国一斉の火災予防運動が毎年展

開されているが、遡ってその起源となるのが第 1回防火運動（昭和５

年近畿地方）であるが、この起点となったのが北丹後地震であること

（以上①②は別紙をご参照）、など、当地から全国的な防災の知見や

運動が発展した歴史を有し、経験に基づく地域の防災意識の高まりと

ともに、過去の教訓を活かして未来に向けて安全な拠点づくりをして

いける地域であること。 
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（別紙） 

 

■活断層：多田文男氏が地理学総論（昭和２年１０月発行）において発表した

「活斷（断）層の二種類」において、郷村断層が活断層であることについて言及 
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■全国統一防火運動：東京消防庁や総務省のＨＰにおいて丹後震災が契機となっ

たことに言及 
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総務省消防庁（消防の動き：火災予防運動のあゆみ PDF） 


